川崎市長　殿

認知症対応型共同生活介護の内定申請内容に関する誓約書

　このたび認知症対応型共同生活介護の内定申請に際し、認知症対応型共同生活介護事業者選定基準において加点を得た次の事項を遵守することをここに誓約いたします。

１　内定申請条件
□　同事業所の新規申請時において、同一敷地内に、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の新規申請を行うこと（開設予定時期が当該認知症対応型共同生活介護事業所と同時期又は以前であること）

□　同事業所の新規申請時において、同一敷地内に、看護小規模多機能型居宅介護事業所の新規申請を行うこと（開設予定時期が当該認知症対応型共同生活介護事業所と同時期又は以前であること）

□　同事業所の新規申請時において、同一敷地内に、小規模多機能型居宅介護事業所の新規申

請を行うこと（開設予定時期が当該認知症対応型共同生活介護事業所と同時期又は以前であ

ること）

□　地域交流スペースについて、次の広さを確保し、川崎市がその情報を公表する場合があるこ

とに同意すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡以上
２　設置主体
　□　認知症対応型共同生活介護の運営実績が３年以上あること
　□　認知症対応型共同生活介護の運営実績が１年以上３年未満又は介護老人福祉施設、介護老人

保健施設、特定施設入居者生活介護のいずれかの運営実績が１年以上あること
　□　最新の貸借対照表又はこれに準ずる書類において、債務超過になっていないこと
　□　最新の損益計算書又はこれに準ずる書類において、収支赤字になっていないこと
　□　開設後速やかに当該事業所が「かわさき健幸福寿プロジェクト」に参加することを確約すること
　□　開設後１年以内に当該事業所が本市介護相談員受入れの申出をすること
３　地域バランス
□　認知症対応型生活協同介護が未整備の地域ケア圏域（日常生活圏域）に整備すること

□　認知症対応型共同生活介護が１か所の地域ケア圏域（日常生活圏域）に整備すること

４　建築計画

　□　建築基準法第２条に規定する耐火構造であること
　□　ユニットが同一の階に設置されていること（階が分かれる等分断されていないこと）
５　サービス形態

　□　本体事業所であること（サテライト事業所ではないこと）
□　看取り介護加算を算定する体制を整えること

□　医療連携体制加算を算定する体制を整え、看護師等の適切な配置を行い、全居住者の２分の１以上の痰吸引器を配置し、医療依存度の高い利用者（痰吸引、経管栄養、糖尿病等）の積極的な受け入れを行うこと
　□　開設後１年以内に、医療連携体制加算Ⅰを算定する体制を整えること
　□　開設後１年以内に、認知症専門ケア加算Ⅱを算定すること

□　開設後１年以内に、認知症専門ケア加算Ⅰを算定すること

□　生活機能向上連携加算Ⅱの体制を整えること
□　生活機能向上連携加算Ⅰの体制を整えること

　□　開設後１年以内に、サービス提供体制強化加算Ⅰの体制を整えること
　□　開設後１年以内に、サービス提供体制強化加算Ⅱの体制を整えること
□　開設後１年以内に、サービス提供体制強化加算Ⅲの体制を整えること
· 開設後１年以内に、短期利用共同生活介護（認知症対応型共同生活介護の施設の空床利用）Ⅰ又はⅡの体制を整えること
· 開設後１年以内に、短期利用居宅介護（看護小規模多機能型居宅介護又は小規模多機能型居宅介護の空床利用）の体制を整えること

また、内定後に誓約事項が遵守できない場合、以下の事項に異議はありません。

· 指定が行われないこと
· 指定の廃止または取消されること
· 指定を行わないことに伴い生じる法人負担・賠償等については川崎市からの費用の弁償は一切行われないこと
以上　
　　　　年　　　月　　　日

法人名

　　　事業所名

法人代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
